
長期エネルギー需給見通し（再計算）
最大導入ケースにおける最大導入ケ スにおける

主要対策の具体的な内容について



長期エネルギー需給見通し（再計算）の対策に関する検討

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの

類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な普及が必要なもの

太陽光発電（2005年から20倍）（05年140万ｋＷ → 20年2800万ｋＷ）

次世代自動車（新車販売の5割、保有ベースで2割）（05年１％→08年３％→20年50％）

高効率給湯器（単身世帯を除く全世帯の８割以上に普及）

有機ＥＬ、ＬＥＤ照明（現状０％→20年１４％（保有ベース））

省エネＩＴ機器（現状０％→20年ほぼ１００％（保有ベース））

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な課題があるもの

ビル等非住宅の省エネ（最も厳しい基準を満たすビル等が新築の8割～9割）

住宅の省エネ（最も厳しい基準を満たす住宅が新築の8割）
（05年新築の３０％→07年３６％→20年８０％）

（05年７０万台 → 08年２９０万台 → 20年２８００万台）

風力発電（2005年の5倍まで普及） 自然公園法等の規制、設置コスト、バードストライク、低周波音問題等

バイオマス 収集・運搬体制、LCA評価、食料競合、安定調達の課題等

省エネ家電（市場で購入される機器の全てがトップランナー基準を満たす）

小水力発電 水利権、設置コスト、河川法等の規制、地域との共生等

地熱 開発コスト、自然公園法等の規制、温泉事業者等との調整、設置コスト等
１
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90%

建築物の省エネ①住宅

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

新築住宅の８割が最も厳しい省エネ基準（平成１１年基準）を満たす

○これ以上の適合に
は 規模にかかわら

新築：2020年時点で新築の約8割が平成１１年基準

（％）
新築の省エネ判断基準（平成１１年基準）適合率（フロー）

類型：Ｂ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類
類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な
普及が必要なもの

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの

平成１１年基準とは
（関東地方の場合）

窓ガラス：二重サッシ又は複層ガラス
天井 ：グラスウール18cm
壁 ：グラスウール 10cm

（工事費 新築100万円/戸 既築200万円/戸）
※構造等により大きく変動する

これまでの主な関連政策

○省エネ法による規制（「著しく不十分な場合」に勧告・命令）
・大規模集合住宅（2000平米以上）（指示・公表・命令）（2002年度）
・中小規模集合住宅等（300平米以上）（勧告）（2010年度）

既築：省エネリフォームを現在の２～３倍のペースにする

約３８百万tCO2 約８兆円
（住宅と非住宅を含む）の内数

※新築のみのコスト
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2007
約36%

は、規模にかかわら
ず全ての住宅への強
制（個人への規制）が
必要になり、8割程度
がポテンシャル限界

○2007年までは推定実績
○2008年以降は中期目標検討委員会における日本エネルギー経済研究所
の想定

ストックベース
2020年時点で、全住宅（約5000万戸）の約6割が平成4年基準以
上になる

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの ２

・建売住宅（年間150戸以上を建設する住宅メーカー）（2009年度）
○税制
・住宅リフォーム投資減税（ローンを組まずに既築住宅の省エネ改修を
行う場合、工事費の１０％を所得税から控除）（2009年度）
・省エネ改修促進税制（省エネ改修工事を含む増改築工事を行い住宅
ローンを有する場合、5年間にわたり所得税から控除）（2008年度）
○補助金
・住宅・建築物ＣＯ２推進事業（2009年度：70億円）
・住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業（２００８年度：
４８億円）

※住宅トップランナー制度は、年間150戸以上の建売戸建住宅を建築するハウスメー
カーに対して、一定のエネルギー消費量を下回ることを義務付けるもの

【課題】
○住宅の省エネ性能（断熱性、建築設備の効率性等）の向上とあわ
せて、ライフスタイルなど居住者の省エネに対する意識向上が重要。
○新築住宅に加えて既存住宅の省エネ化の推進が必要。
○新築住宅の更なる省エネ性能の向上、及び既築住宅の省エネリ
フォームを推進していくためには、これまで以上の支援策の継続的な
実施が必要。



建築物の省エネ①住宅 （続き）

規制の対象（新築住宅建築物平米数の内訳）

（中規模マ
ンション等）
300平米
～2000平
米

約１５％

省エネ法では、図表の対象範囲の
新築住宅について、断熱効果が「著
しく不十分な場合」に、建築主に対し
て勧告・命令を行う。

※建築着工統計、住宅・土地統計調
査等を基に作成

（大規模マ
ンション等）
2000平米
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全住宅（約5000万戸）の内訳イメージ
実績推計 2020想定

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの
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建築物の省エネ②ビル等非住宅

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

新築床面積の８～９割が最も厳しい省エネ基準を満たす

新築の

新築の非住宅建築物の省エネ判断基準（平成11年基準）適合率（フロー）

類型：Ｂ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

これまでの主な関連政策
○省エネ法による規制（「著しく不十分な場合」に勧告・命令）
・大規模改修を対象に（2006年度）
・中小規模建築物等（300平米以上）（勧告）（2010年度）
○エネルギー需給構造改革推進投資促進税制の拡充（適用
期限を 年延長するととも 得価額 全額を初年度 時

平成１１年基準とは

（工事費 2万円/平米程度）※構造等により大きく変動する

建築物の外壁、窓等の断熱性能及び各種設備（空
調、換気、照明、給湯、エレベーター）
の省エネルギー性能について個別に基準値を設定。
高効率の熱源や適切な制御等を要求している。

約３８百万tCO2 約８兆円
（住宅と非住宅を含む）の内数

※新築のみのコスト

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な
普及が必要なもの

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの
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８～９割

※2000平米・・・10階建て、14m×14m程度のビルのイメージ

推定実績

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの ４

期限を2年延長するとともに、取得価額の全額を初年度即時
償却）
○住宅・建築物ＣＯ２推進事業を2008年から実施（2009年
度：70億円）
○住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進事業を
1999年から実施（2008年度：48億円）

ストックベース
2020年時点で、全非住宅建築物の約6割が平成11年基準以上になる

○2007年までは推定実績
○2008年以降は中期目標検討委員会における日本エネルギー経済研究所
の想定

【課題】
○ビル等非住宅建築物の省エネ性能（断熱性、建築設備の効
率性等）の向上とあわせて、ワークスタイルなど利用者の省エネ
に対する意識向上が重要。
○新築建築物に加えて既存建築物の省エネ化の推進が必要。
○新築建築物の更なる省エネ性能の向上、及び既存建築物の
設備更新を推進していくためには、これまで以上の支援策の継
続的な実施が必要。



建築物の省エネ②ビル等非住宅 （続き）
規制の対象（新築非住宅建築物平米数の内訳）

省エネ法では、図表の対象範囲の
新築住宅について、断熱効果や設
備の省エネ性能が「著しく不十分な
場合」に、建築主に対して勧告・命
令を行う。
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全非住宅建築物の内訳
実績推計 2020想定

既
築
を
改
修
し
た
分

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの
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次世代自動車、燃費向上

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年には新車販売の約半分が次世代自動車に（保有ベース：２割）、乗用車（従来車
＋次世代車）の新車燃費が約３５％向上（保有ベース：約３割改善）

類型：Ａ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

2020
約1500万台

次世代自動車の普及台数（ストック）

新車販売に占める割合のフロー

約２１百万tCO2 約１２兆円

2020 約50%

（万台）

（250万台程度）

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な
普及が必要なもの

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの
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2008
約62万台

【課題】
○今後とも加速度的に導入量を増加させていく必要がある
○インフラの整備を図る必要がある

2008 約3%

過去のハイブリット車の販売台数推移（台）

97年の販売以降、10年以上をかけて、
2008年にようやく10万台（新車販売の
２％程度）を突破

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの ６

これまでの主な関連政策

○自動車グリーン税制（環境性能に優れた自動車にかか
る自動車税を5割軽減 等）
○自動車重量税・取得税の時限的減免（環境性能に優れ
た自動車の取得・継続保有に係る負担を時限的に減免）
○環境対応者への買換え・購入補助（2009年度補正：
3702億円）
○クリーンエネルギー自動車等導入促進対策補助金（ハ
イブリット、電気自動車等について、通常車両との差額の１
/２以内を補助）（2009年度：43億円） 等

○普通乗用車だけが対象ではなく、バス、トラック、軽自動車も含
めた全新車販売の5割が前提（クリーンディーゼル、ＣＮＧ車等）。
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省エネ家電

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

市場で購入される機器の全てがトップランナー基準を満たす

2020
普及率14%

ＬＥＤ照明、有機ＥＬ照明

約１７百万tCO2 約７兆円

今後の急速な普
及拡大が前提

これまでの主な関連政策

類型：Ａ
（ＬＥＤ照明、有機ＥＬ照明）

現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

○省エネ法（トップランナー制度）

○エコポイント制度（省エネ性能の高いテレビ、エアコン、冷
蔵庫について 様々な商品・サ ビスと交換可能なポイント

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な
普及が必要なもの

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの
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2008
普及率0.4%

【課題】
○ＬＥＤ照明、有機ＥＬ照明の急速な普及拡大
○トップランナー制度の着実な実施・運用
○省エネ型製品の技術開発、コストダウン

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの ７

蔵庫について、様々な商品・サービスと交換可能なポイント
を付与）（平成21年度補正：2946億円）
○改正産活法による省エネ製品製造設備の設備投資の即
時償却
○NEDO技術開発予算（有機発光機構を用いた高効率照
明の開発等） 等
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省エネＩＴ機器

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年に高効率機器がほぼ100%普及

類型：Ａ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

2020
普及率ほぼ100%

約１５百万tCO2 約４兆円

2015年以降の急
速な普及拡大が
前提

省エネＩＴ機器とは・・・
2015年頃に実用化する革新的な省エネ型のルータ（省
エネ率45％） ストレ ジ（省エネ率80％） サ バ（省

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な
普及が必要なもの

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの
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エネ率45％）、ストレージ（省エネ率80％）、サーバ（省
エネ率20％）等を想定している

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの ８

これまでの主な関連政策

○グリーンＩＴプロジェクト（平成20年～平成24年）
【平成２１年度予算６０億円（平成20年度補正予算を含む）】
・省エネ型ネットワーク技術の研究開発
・サーバ抜熱及びストレージシステムの省電力技術開発等

研究開発・商用化

【課題】
○所要の省エネ効果を達成すべく、グリーンＩＴプロ
ジェクト（平成20年度～）等の研究開発の着実な実施
○トップランナー制度の着実な実施・運用
○プロジェクト終了後、短期間に加速度的に導入量
を増加させていく必要があり、大胆な政策的な関
与がなければ達成は困難



太陽光発電

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年に2005年の20倍程度まで拡大（設備容量）

類型：Ａ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

約１５百万tCO2 約８兆円
※系統安定化コストは含まない

○ＲＰＳ法（電気事業者に新エネルギー等から発電される電気を
一定割合以上利用することを義務づけるもので、2003年施行）

これまでの主な関連政策

100
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太陽光発電の普及量（万ｋＬ）

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な
普及が必要なもの

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの

2007
47万kL

2020
700万kL

【課題】
○加速度的な導入量の増加が必要
○初期コストの低減
○新たな買取制度の実施・運用
○住宅用太陽光に対する補助金
○パネルの耐久性

○導入量が増加するにつれ、日当たりが比較的悪いと
ころに設置することになるなど、効率が低下
○系統安定化対策が前提
○発電効率の向上

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの ９

○住宅用太陽光発電導入支援対策費補助金（住宅用太陽につい
て、約7万円/ｋＷを補助）（2009年度：200億円）
○太陽光発電の新たな買取制度（太陽光発電の余剰電力を一定
価格で１０年間買い取る）
○大規模電力供給用太陽光発電系統安定化実証試験（2009年
度：20億円）

0

２０２０２００５

住宅用：約５３０万戸

３５０万ｋｌ（１４００万ｋＷ）

住宅約８割

非住宅約２割

住宅約７割

非住宅約３割

７００万ｋｌ（２８００万ｋＷ）
２００５年の約２０倍

３５万ｋｌ（１４０万ｋＷ）

住宅用太陽光

発電補助金開始

系統対策の
技術開発が必要

住宅約８割

非住宅約２割

新たな買取制度の実
施

２００５年の約１０倍
３～４年前倒し



高効率給湯器（家庭用）

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年までに約２８００万台普及させる（現状：約２９０万台）

類型：Ｂ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

2008

2020
約2800万台

高効率給湯器の普及台数（ストック）

約９百万tCO2 約５兆円

実績値 想定値

（万台）

○高効率給湯器導入促進事業費補助金（2009年
度 100億円）

これまでの主な関連政策

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な
普及が必要なもの

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの
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燃料電池

潜熱回収型

※燃料電池は類型Ａ
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ヒートポンプ式

燃料電池

潜熱回収型

約290万台

【課題】

○直近では加速度的に導入量が増加しているが、
この加速度的な導入を維持するため、さらなるコス
トダウンが必要

○特に、燃料電池のコストダウンによる急速な普及
拡大

○高効率給湯器を、住宅等を建築する際の標準装
備とする

実績値 想定値

高効率給湯器の販売台数（フロー）（万台）

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの １０

度：100億円）
○住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入
促進事業費補助金（2009年度：56億円の内数）

※古い集合住宅への設置等を除き、販売台数の全てが高効率給湯器になる。
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製鉄革新技術

長期エネルギー需給見通し（再計算）（案）における想定

設備の更新時に、実用段階にある最先端の技術を最大限導入。

製鉄

○自家発・共同火力発電設備の高効率化更新

自家発電及び共同火力における発電設
備を、高効率な設備に更新する。

将来の最適設備構成を考慮
し、更新を迎える設備を順次高
効率設備に入れ替え

４２万ｋＬ

○廃プラスチックの製鉄所でのケミカルリサイ
クル拡大

４７万ｋＬ

100万トンの廃プラスチック等を

集荷・使用
容器リサイクル法により回収された廃プ
ラスチック等を活用し、石炭の使用量を
削減する。

○電力需要設備効率の改善

製鉄所で電力を消費する設備について、
高効率な設備 更新する

１２万ｋＬ

主要な技術導入想定

エネルギー効率が世界一の我が国の鉄鋼部門について、更に
以下のような最先端技術を導入し、ＣＯ２削減を図っていく。

5

10

15

7億㌧

8億㌧

13億㌧

粗
鋼
見
掛
消
費

年５％

年１％、30年間で＋１億㌧

年５～７％

（億㌧） 世界の鉄鋼需要の推移

途上国での需要の増加等により、世界の鉄鋼需要は急増。

約５百万tCO2 約１兆円

【課題】
○最先端技術の導入側の課題
・設置スペースの制約
・既存インフラ（エネルギー供給等）とのマッチング
・工事タイミング制約（生産計画との調整、工事ロス制約）
○最先端技術の供給側の課題
・メーカー対応力（技術開発・設計・生産能力）
・エンジニアリング能力
○その他の制約
・廃プラスチック等の集荷・供給制約

○省エネ設備の増強

高炉炉頂圧回収発電、コークス炉の顕熱
回収等の、廃熱活用の省エネ設備を増
強する。

設備の効率を、更新時に現状
の最高水準とする

５１万ｋＬ

○SCOPE２１型コークス炉
石炭事前処理工程等の導入による、コー
クス製造の省エネ化。

コークス炉の設備更新時にす
べて導入（2020年までに６基）

３１万ｋＬ

高効率な設備に更新する。

0
64 67 70 73 76 79 82 85 88 91 94 97 00 03 06

日本鉄鋼業のエネルギー効率は、世界最高水準。世界の鉄
鋼需要が増す中で、日本の生産を減少させ、他国での生産
を増やすことは、世界全体でのＣＯ２増加に繋がる。

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの

出典：world steel （世界鉄鋼協会）

出典：「エネルギー効率の国際比較（発電・鉄鋼・セメント部門）」ＲＩＴＥ

これまでの主な関連政策
○省エネルギー型で生産効率の高い革新的なコークス製造プロ
セス技術（SCOPE21）の開発（1994年度～2003年度：82億円）

１１



化学工業革新技術
長期エネルギー需給見通し（再計算）（案）における想定

設備の更新時に最先端の技術を最大限導入。

化学

○バイオマス資源を活用したプロピレン製造技術

エチレンやプロピレンを、バイオマス由来
のエタノールから製造する技術。

2020年に商用基第１号が稼働
していると想定

２２万ｋＬ

○内部熱交換型蒸留塔

熱エネルギーを自己再利用することによ
り省エネを図る蒸留技術。

更新設備を順次入替

２０万ｋＬ

○膜分離による蒸留プロセスの省エネ化技術 ３６万ｋＬ

技術開発の完了後、順次普及
膜分離技術により蒸留プロセスでの石油
化学基礎製品等の収率を向上し、省エネ
を図る。

○ナフサ接触分解技術

触媒を用いた接触分解により、炉の反応
温度を下げ、省エネを図る。

技術開発の完了後、順次普及

９万ｋＬ

主要な技術導入想定

化学工業は低炭素社会の実現の基礎となる産業であり、長期需給見
通しの実現の前提となる種々の技術開発が期待されている

引き続き世界最先端の省エネ技術を最大限導入

○業種ごとに最先端技術を導入

鉄鋼、化学、窯業土石、紙・パルプ等のエネルギー多消費産業を中心とした各
業種において、更新時には全て世界最先端の技術を導入
○業種横断的高効率設備を導入

高性能工業炉、高性能ボイラーなど
（中小企業において20年までに更新時期を迎える設備のすべて）

あらゆる製品を技術的ポテンシャルの最大限まで効率改善させる

産業 民生

○テレビ等ディスプレイ

ブラウン管から液晶、プラズマ、有機ＥＬへの移行
05年：ブラウン管テレビ：約80% → 20年： 0%
○蛍光灯、冷蔵庫、家庭用エアコン等

市場で購入される機器の全てが将来のトップランナー基準を満たす

○給湯器・コジェネ

太陽光パネルの設置
断熱性等の省エネ性能の向上

○太陽光パネルの普及
2020年頃までに、2005年の20倍程度（非住宅用含む）
（うち住宅用として約５３０万戸に設置）

○最も厳しい基準を満たす新築が急増
05年：3割程度 →20年：8割程度

トップランナー制度、グリーンＩＴ等による
最先端の省エネ機器の急速な普及

運輸

○乗用車の燃費の継続的改善

05年までの15年間：約3%改善→ 20年までの15年間：約28%改善 （保有ベース）
（全自動車（従来車＋次世代車）の20年の新車燃費を、05年比35%向上）

自動車の燃費改善と次世代自動車の普及

工場

最先端技術の研究・開発

自動車

住宅

家庭の機器・設備

ブラウン管 液晶等

次世代ｺｰｸｽ炉

冷蔵庫
エアコン

次世代自動車

①

③

④

⑤

⑥

約４百万tCO2 約１兆円

【課題】
○最先端技術の導入側の課題
・設置スペースの制約
・既存インフラ（エネルギー供給等）との
マッチング
・工事タイミング制約（生産計画との調整、
工事ロス制約）
・製品多様化、原料多様化への対応
・コンビナート内のマテリアルバランスの
調整が必要
・導入コストが大きい

○給湯器・コジェネ

高効率給湯器（ヒートポンプ、潜熱回収型）、コジェネ（含燃料電池）の普及
05年：約70 万台 → 20年：約2800万台
（単身世帯除く全世帯の８割以上、2005年の約40倍）

○次世代自動車の加速的普及

新車販売に占める次世代自動車のシェア 05年： 約1% → 20年： 約50%

○サーバー・ストレージ・ネットワーク機器（ルーター）
高効率なサーバー（省エネ率約20％）、ストレージ（省エネ率約80％）、
省エネ型ネットワーク機器（省エネ率約45%）が急速に普及

05年： 0% → 20年： 約98% （ストック）
○照明
ＬＥＤ・有機ＥＬ照明の普及

05年：約1% → 20年： 約14% （ストック）
○断熱性等の省エネ性能向上
最も厳しい基準を満たす新築が増加
05年：6割程度 → 20年： 8割～9割程度

転換

○原子力の推進 設備利用率 現状：約60 % → 20年： 約80 %
新増設9基

○火力発電の高効率化 ＩＧＣＣ、ＮＧＣＣなどの高効率発電の導入

○風力発電

05年：約110万kW → 20年：約500万kW
（陸上ポテンシャルの約8割、現状の約5倍）

よりCO2排出の少ない電源構成発電所

新エネ等

オフィス等
高効率給湯器

燃料電池

風力発電

○ 小水力発電

新たに約１３００地点に発電機を設置 6

②

⑦

⑧
⑨

①リチウム電池材料、廃熱回収技術、炭素繊維複合材等
②高耐熱材料
③太陽電池材料、半導体材料
④断熱材
⑤ディスプレイ
⑥冷媒、蓄熱材
⑦電解質膜触媒技術、水素貯蔵技術等
⑧超電導材料
⑨高効率ＬＥＤ、有機ＥＬ等

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの １２

○グリーン・サステイナブル・ケミカルプロセス基盤技術開発
『石油化学品の革新的製造プロセスの開発』
Ⅰ．触媒を用いる革新的ナフサ分解プロセス基盤技術開発
Ⅱ．膜による蒸留プロセスの高効率化
（初年度：15億円の内数 事業期間 2009年度から2015年度）
○新エネルギー技術研究開発
『バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発』
セルロース系バイオマスエタノールからプロピレンを製造す
るプロセス開発
（初年度：8.8億円 事業期間 2007年度から2011年度） 等

これまでの主な関連政策

○最先端技術の供給側の課題
・メーカー対応力（技術開発・設計・生産能
力）
・エンジニアリング能力
○その他の制約
・廃棄物、バイオマス資源等の供給制約
・希少材料等の供給制約
○過度な負担は、低炭素社会の基盤となる化
学産業の海外流出につながる。
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風力発電

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年に2005年の５倍程度まで拡大（設備容量）

類型：Ｃ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

2008
185万kW

2020
500万kW

約２百万tCO2 約１兆円

640万ｋＷが陸上ポテンシャルの限界

風力発電の導入量（ストック）

日本では、地理的構造上、風力発電に適した風況を持つ地
域（下図のオレンジや赤い部分）が少ない

類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な
普及が必要なもの

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの

（万ｋＷ）

0

2000 2005 2010 2015 2020

【課題】
○日本は各国と比較して、風況が悪い
○自然公園法等の規制
○バードストライクや低周波音等の立地問題
○系統の安定化対策が前提

○導入量が増加するにつれ、風況が比較的悪いところに設置するこ
とになるなど、効率が低下 ※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの １３

○ＲＰＳ法（電気事業者に新エネルギー等から発電さ
れる電気を一定割合以上利用することを義務づけるも
の、2003年施行）
○風力発電系統連系対策事業（蓄電池等電力貯蔵設
備を導入する事業者への支援）（2009年度：11億円）

これまでの主な関連政策
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バイオマス熱利用、バイオマス・廃棄物発電

長期エネルギー需給見通し（再計算）における想定

2020年に原油換算で約750万kL利用

類型：Ｃ
現時点における対策の進捗状況により下記の類型に分類

2007

2020
750万kL 【課題】

○建築廃材によるバイオマスは、需要が供給を上回っている状況で
あり、今後は林地残材の有効な利用が必要であるが、コストが高い
ため、収集や運搬に要するコストをいかに下げていくかが課題

約１百万tCO2 約１兆円

バイオマスの導入量（ストック）
類型Ａ：今後急速な普及が必要となるもの
類型Ｂ：過去数年で急速に普及が進んでいるが、更に加速度的な
普及が必要なもの

類型Ｃ：さらなる普及拡大を図る必要があるが、社会的・制度的な
課題があるもの
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470万kL ○ＬＣＡ評価による温室効果ガス削減効果の検証や、使用する原料
の食料競合への対応として原料の多様化に取組むことが、バイオマ
スエネルギーを持続可能なエネルギーとして利用する上で必要
○バイオマスの安定調達が前提

※本資料は、モデル計算上の仮の前提を提示するもの １４

○ＲＰＳ法（電気事業者に新エネルギー等から発電される電気
を一定割合以上利用することを義務づけるもので、2003年施
行）

○バイオマス等未活用エネルギー実証試験費補助金（バイオ
マスの事業化可能性調査への支援）（2009年度：3億円）
○バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（効率的か
つ経済的な収集運搬システム等に関する実証事業）（2009年
度：7億円）
○セルロース系エタノール革新的生産システム開発事業（2009
年度：8億円）

これまでの主な関連政策



最高水準の省エネ家電に

省エネ住宅への断熱工事

新築を建てる場合は、原則として
最も厳しい基準を満たす

１００万円
８００ｋｇ削減

太陽光パネルの設置

新築を建てる際は、原則として太
陽光パネルを設置する

２３０万円
（６６万円/ｋW×３．５ｋW)
２２００ｋｇ削減

家庭の追加負担は５００万円前後
（補助金による軽減や省エネによるコストメリットは含まれていない全投資額）

【参考】家庭の対策イメージ

省エネエアコン

＋１．５万円
２０ｋｇ削減

高効率照明

＋３万円
６０ｋｇ削減

省エネ冷蔵庫

＋２万円
２０ｋｇ削減

高効率給湯器（ＨＰ、燃料電池等）

給湯器を買い換える場合は、古
い集合住宅等を除き、原則とし
て高効率給湯器を設置

【ヒートポンプ】 ＋５０万円
【燃料電池】 ＋３００万円程度
３００ｋｇ削減（高効率給湯器平均）

有機ELディスプレイ

＋４万円
５０ｋｇ削減

１５※現時点での価格を前提に試算

次世代自動車

乗用車を買い換える際、２台に１台は
次世代自動車を選択

＋４０～３００万円
（次世代自動車と従来車の差額）

８００ｋｇ削減



建築物の省エネ
新築の8割～9割が導入

+2,000万円
11tCO2

オフィスビルや商店等を新たに建築する場合
は、原則として最も厳しい省エネ基準を満たす。

床面積1,000m2 *の小規模オフィスビルの省エネ化のための追加費用とCO2削減量

*1フロア200m2、5階建て相当

高効率照明の導入
LED照明や有機EL照明の導入

+40万円
1tCO2

省エネ型IT機器の導入

【参考】小規模オフィスビルの対策イメージ

ビル建築の際、概ね3000万円程度の費用が必要（ビル建設費用は概ね３億円）
（補助金による軽減や省エネによるコストメリットは含まれていない全投資額）

BEMSの導入（新築時）
普及率40%を仮定

200万円
3tCO2

その他
コジェネ・燃料電池の導入、高効率給湯器へ
のリプレース等

+190万円
1tCO2

省エネ型IT機器の導入
高効率ルータ、サーバ、ストレージへのリ
プレース
従来型に比べて1～2割コスト増

+230万円
8tCO2

ルータやサーバ等について、2015年以降、2020
年までに省エネ型のものに全て入れ替える。

高効率空調の導入

+80万円
2tCO2

１６※現時点での価格を前提に試算


